
款 2 項 1 目 8 事業 3

係名

11

38 年度 分野
政策
番号

施策
番号

事業
コード

(1)

(2)

(1)

(2)

① 回

②

③ ％

④

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 2.20 0.00 2.00 0.00 2.39 0.00 2.00 0.00 2.48 0.00 2.00 0.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

41,446

0

40,233

40,233,000

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯ 0

38,618

財
源

0

都からの
補助金等

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

受益者負担比率⑬÷⑪

差引：一般
財源⑪-⑰

26,139

0

0

00

0

単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

国からの
補助金等

41,446,000

00

00

0

平成22年度の地域防災計画の
修正は、小幅な見直しのため
事業費は大幅な減額となりまし
た。
また、計画の修正作業は22年
度に行いましたが、東京都との
協議終了が23年度のため、防
災会議の開催は23年度となり
ます。

17,840

受益者負担分

（内）委託費

その他の
補助金等

0.0 0.0

0

0

0

0

0

0

0 0

00

0

0

38,618

0

22,559

19,309,000

（内）非常勤
職員分

総事業費⑤+⑨+⑩

人
件
費

41,446

（内）常勤職員
分(超勤分含)

0

0

0

22,559,000

26,225

0

0.0

22,559

00

0.0

0

0.0

26,225

0.0

86.7

21,536事業費

0

26,139

26,139,000

40,233

100.0

20,860

18,307

90.0

職員数 (常勤｜非常勤)

20,178

成果指標（1）

（内）投資的経費等

成果指標（2）

21,221

4,719

3,155

17,840

予算事業区分

区民、事業者（帰宅困難者等を含む）及び防災関係機関

21年度

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○区及び防災関係機関等で構成する「杉並区防災会議」
（会長は区長、委員数35名以内、現委員は31名）における地
域防災計画の策定（改定）と推進

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

平成22年度は、防災会議は未開催

単位
20年度

実績実績 計画

1 1

計画
（目標値）

平成23年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

防災計画担当
昨年度

整理番号

事務事業名

危機管理室防災課担当部課名

防災会議運営等 40

38

8,299

00

19,012

0 0

2,990

0

0.0

4,103

0

0

17,758

0

17,895

上位施策No・施策名

19,910

活動指標（2）

連絡先
電話番号

成果指標名（1)

防災力の向上

対象

杉並区防災基本条例（第９～１２条）

3603

根拠
法令
等

既定事業

防災会議開催回数

区分

2

事
務
事
業
の
概
要

事業開始

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

地域防災計画の策定（改定）を行うとともに、区民への「自
助・共助・公助」の考えの浸透や平常時から災害に備えるこ
とで、発災時に被害を最小限にとどめ地域や区民の生命及
び身体・財産を守ります。

指
標

1活動指標（1）

活動指標名（式）

22年度

算定式・指標
の説明等

計画（目標値）に
対する22年度の

達成率　％

（代）防災会議への委員の出席率

災害対策基本法（第５、１６、４２条）

実績

23年度
計画

0.0

100.0

算定式・指標
の説明等

1

100.0

特記事項

0

86.922年度予算執行率％

成果指標名（2)

0.0

22,122

5,868

実施計画事業 行革計画事業 主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

昭和



単位

）

特
記
事
項

事業開始当初から
現在までの変化

事業費（千円）

(4)協働等の今後のあり方

平成23年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　
内　　　容

2,846

その他（

規模

協
働
等
点
検

（1）協働等は実現しているか

昨年度6年ぶりに修正した地域防災計画について、配備態勢の見直しや気象警報等の発表区分の細
分化等に対応するための修正作業を行いました。なお、東京都との協議終了時期等の関係から、平成
23年5月修正となります。

1,257

2
2
年
度
の
事
業
実
施
状
況

40

地域防災計画の修正

整理番号

（1）主な取組み

（2）事業実績

地域防災計画等については、数年に1度の見直しではなく、ＰＤＣＡサイクルによる継続的な見直しを
恒常的に行うことが必要であるとともに、計画そのものを区民に広く認識していただくため、わかりやす
い刊行物により周知・啓発を行っていくことも必要です。
今回の東日本大震災で区民等の関心が高まっておりますので、応急対策業務等に従事してきた職員
や震災救援所運営連絡会の意見を求めるとともに、都の地域防災計画の見直しに向けた動向も注視
し、平成24年修正に向けた取り組みを行っていく必要があります。

平成23年3月11日の東日本大震災を踏まえ、区民等の防災意識が向上したことから、首都直下地震に
対して地域防災計画に掲げている取り組みの実効性を高めていくことが求められています。

(3)協働等の形態

(2)協働等の相手

評価と課題

事業に対する住民の
意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

事
業
環
境
の
変
化

新たな被害想定（平成18年東京都公表）に基づき、平成19年度から20年度にかけて8つの防災対策推進会議分
科会により検討を重ねてきた内容及び平成19年修正の東京都地域防災計画を踏まえ、杉並区地域防災計画に
減災目標を盛り込むなどの平成21年修正を行いました。また、災害時においても優先すべき区の業務の早期再開
等を目標とした、杉並区業務継続計画（震災編）を平成21年度に策定しました。

今後の予測
「杉並区地域防災計画」や「杉並区業務継続計画【震災編】」の、ＰＤＣＡサイクルによる継続的な見直
しとともに、住民等への周知が重要になっていきます。

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

今後の方向性
（見直しの視点）

Ⅰ　事業の方向性

Ⅱ　事業の改善

ＰＤＣＡのサイクルによる地域防災計画の継続的な見直しはもちろんのこと、地域防災計画を広く区民に認識してもらうため、
区民にわかりやすい概要版等を作成し周知に努めます。
地域防災計画の実行性を担保するためには、マニュアル類の整備が不可欠ですので、計画の見直しともにマニュアルの策定
や改定を行うなど充実に努めていきます。

十分に実現している 企業・個人事業者（(3)へ）

協働［実行委員会・協議会］ 実施継続

拡　充 現状維持 縮　小 廃　止

事業内容の変更 実施方法の変更



款 2 項 1 目 8 事業 4

係名

11

9 年度 分野
政策
番号

施策
番号

事業
コード

(1)

(2)

(1)

(2)

① 人

②

③ ％

④

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 0.50 0.00 0.50 0.00 0.50 0.00 0.50 0.00 0.50 0.00 0.50 0.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

24,356

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯ 0

16,75816,812

0

都からの
補助金等 0

0
その他の
補助金等

0

16,758

0

16,751

22,344

0

0

00

0

0

財
源

0 0

受益者負担分

16,757

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

国からの
補助金等

（内）投資的経費等

（内）委託費

単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

差引：一般
財源⑪-⑰

受益者負担比率⑬÷⑪

（内）非常勤
職員分

総事業費⑤+⑨+⑩

人
件
費

0

4,460

0

0.0

0

24,687

0.0

00

0

0.0 0.0

0

0

16,707

0.0

16,812

（内）常勤職員
分(超勤分含)

0

4,525

0 0

0.0

16,74716,751

0 0

0

4,460

100

12,291

0

00

0

100

12,318

0

92

4,440

予算事業区分

消防団、防火防災協会、少年消防クラブ消防少年団

計画
（目標値）

根拠
法令
等

消防団員数

21年度

実績実績

750

計画

成果指標（2）

91

活動指標（2）

0

平成23年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

管理係
昨年度

整理番号

事務事業名

危機管理室防災課担当部課名

消防団等運営助成 41

688

0

0

12,287

0

4,460

00

24,862

00

22,335

指
標 成果指標（1）

0

672

90

事業費 12,287

職員数 (常勤｜非常勤)

16,757

0

0

12,317

0

0

4,440

連絡先
電話番号

成果指標名（1)

上位施策No・施策名 防災力の向上

対象

特別区の消防団の設置等に関する条例

3602 39

既定事業

681 750

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○消防団の運営活動、防火防災協会及び少年消防クラブ
消防少年団の防災意識高揚のための事業に対する補助金
の交付

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

単位
20年度

区分

活動指標（1）

消防団員の充足率

活動指標名（式）

算定式・指標
の説明等

算定式・指標
の説明等

750

事
務
事
業
の
概
要

事業開始

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

団体の活動を支援することで、一層の地域防災力の向上を
図るとともに区民の安全・安心を高めていきます。

消防組織法

成果指標名（2)

89.6

89.6

計画（目標値）に
対する22年度の

達成率　％

12,247

100

23年度
計画

22年度

実績

99.622年度予算執行率％

0

16,747

特記事項

16,707

22,329

0

実施計画事業 行革計画事業 主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

平成



単位

団体

）

特
記
事
項

消防団の運営活動、防火防災協会及び少年消防クラブ消防少年団の防災意識高揚のための事業に
対して、補助金を交付し、団体活動の支援を行いました。

138

（1）主な取組み

その他（

規模

(4)協働等の今後のあり方

表彰記念品購入　ほか

協
働
等
点
検

（1）協働等は実現しているか

（2）事業実績

消防団の定員確保が困難であるため、定員割れが続いています。
事業開始当初から
現在までの変化

消防活動への助成

整理番号 41

6 12,109

事業費（千円）

平成23年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　

2
2
年
度
の
事
業
実
施
状
況

内　　　容

今後の予測
今後も、これまでと同様の推移が続くものと思われます。

消防団等への活動費を補助することにより、地域防災力の向上はもとより区民の安心・安全にも繋がっ
ています。消防団が防災市民組織等とも連携した活動を行うことで、より大きな区民の安心感が得られ
ます。また、消防団員の充足率の向上のためには、消防署と連携しながら広報紙や区公式ホームペー
ジを活用した募集を行うとともに、防災訓練などで区民に消防団活動を理解していただく取り組みも必
要です。

区民（防災市民組織・震災救援所運営連絡会）は、地域の防災リーダーである消防団員とのより連携し
た活動を望んでいます。

(3)協働等の形態

(2)協働等の相手

事業に対する住民の
意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

評価と課題

事
業
環
境
の
変
化

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

今後の方向性
（見直しの視点）

Ⅰ　事業の方向性

Ⅱ　事業の改善

消防団員の確保については、引き続き消防署と連携して広報や区公式ホームページを活用した募集を行います。また、消防
団活動を区民に理解していただくために、防災市民組織や震災救援所運営連絡会の活動（訓練等）の場を活用し、募集と併
せて団活動の周知を図る必要があります。

十分に実現している ＮＰＯ・ボランティア・市民活動団体（(3)へ）

協働［補助・助成］ 実施継続

拡　充 現状維持 縮　小 廃　止

事業内容の変更 実施方法の変更



款 2 項 1 目 8 事業 5

係名

11

47 年度 分野 1
政策
番号

4
施策
番号

3
事業
コード 7,9

(1)

(2)

(1)

(2)

① 回

② 回

③ 人

④ 人

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 5.00 2.00 5.00 2.00 5.28 2.00 5.00 2.00 5.24 2.00 5.00 2.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

60.4

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯ 0

117,605

財
源

116,290

0

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

受益者負担比率⑬÷⑪

差引：一般
財源⑪-⑰

104,185112,577

56,008

0

0

0

00

0

0

都からの
補助金等

（内）委託費

単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

国からの
補助金等

52,148

0.0

116,331

0.00.0 0.0

0

00

109,148

0.0

0

0

0

人
件
費

116,290

（内）常勤職員
分(超勤分含)

5,600

45,250 44,600

受益者負担分

58,803

その他の
補助金等

0 0

104,185

0

52,093

112,577

0

0

00

0 0

117,605

0

116,331

5,900

0

5,586

54,275

0

成果指標（2） 22,885

60,110

5,586

0

44,395

6,101

65,440事業費

職員数 (常勤｜非常勤)

0.0

（内）投資的経費等 0

7,679

0

（内）非常勤
職員分

総事業費⑤+⑨+⑩

67,624

8,832

46,881

65,831

7,361

24,00019,71024,000

○防災意識の啓発：防災講演会年１回、防災物資あっせん
（通年）
○震災訓練等：震災救援所年１回ほか、各自主防災組織
（随時）
○補助金：各震災救援所運営連絡会年２４,０００円（運営経
費）各自主防災組織活動助成（平均約１３０,０００円）

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

単位
20年度

13,78012,00010,269成果指標（1）

57.3

2,230

活動指標（2） 400 396

2,000

411

担当部課名

防災意識の高揚 42

実績実績 計画

予算事業区分

区民、防災市民組織、震災救援所運営連絡会、職員、関係
機関

21年度

229

2,011

43,50913,013

平成23年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

地域防災係
昨年度

整理番号

事務事業名

危機管理室防災課

53,685

0

46,741

7,0925,736

14,485

0

0 0

58,166

109,148

5,900

連絡先
電話番号

成果指標名（1)

上位施策No・施策名 防災力の向上

対象

東京都震災対策条例

災害対策基本法

40

0

3606

根拠
法令
等

既定事業

区分

2,000

事
務
事
業
の
概
要

事業開始

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

○防災意識の啓発：区民の防災意識や対応力を高め、被害を軽減
する。
○震災訓練等：災害時の対応など習熟し地域区民の減災を図り生
命と財産を守る。
○補助金：区民等を災害から守り、救助救出活動を行うための防災
組織等の日常活動に対して助成する。

活動指標（1） 2,010

防災訓練・防災行事等の実施回数

活動指標名（式）

22年度

算定式・指標
の説明等

計画（目標値）に
対する22年度の

達成率　％

防災訓練の参加者数

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

実績

成果指標名（2)

315.7

400

震災救援所運営連絡会の実施回数

震災救援所運営連絡会及び連絡会訓練の参
加者数

23年度
計画

100.6

400

算定式・指標
の説明等

2,000

特記事項

5,900

85.8

24,000

22年度予算執行率％

44,600

0

計画
（目標値）

40,000

56,507

指
標

実施計画事業 行革計画事業 主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

昭和



単位

人

組織

組織

回

）

特
記
事
項

事業開始当初から
現在までの変化

事業費（千円）

(4)協働等の今後のあり方

リーダー養成講座ほか

平成23年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　
内　　　容

協
働
等
点
検

（1）協働等は実現しているか

地域と関係機関と区が連携した総合震災訓練を３年ぶりに実施するとともに、この中で、今までの震災
救援所立ち上げ訓練に加え本部等と連携した訓練も行いました。
震災救援所の安定的な運営に向けて、新たな震災救援所運営標準マニュアルを作成し、全ての救援
所でマニュアルが策定できるよう支援する準備を行いました。

30,832

1 697

（1）主な取組み

382 54

その他（

規模

2
2
年
度
の
事
業
実
施
状
況

42

震災救援所運営連絡会活動及び訓練等に対する助成

151

防災講演会の実施

23,469

（2）事業実績

64

啓発資材の購入

1,455

整理番号

市民防災組織の活動及び訓練等に対する助成

３年ぶりに実施した総合震災訓練においては、これまで防災に関心が薄いといわれているファミリー世
代が数多く参加するなど、当初の予定を大きく上回る参加者となりました。来年度は更に区民が訓練に
参加しやすいよう体験型の訓練を充実して実施します。
震災救援所運営マニュアルについては、この間、いくつかの救援所で作成したマニュアルも参考に、よ
り実践的なマニュアルとして改定しました。来年度は、全ての救援所でマニュアルの策定・改定に向け
て支援していきます。

震災救援所運営連絡会の各委員は、「自分の命は自分で守る」よう意識が変化している。安定的な運
営連絡会の活動のための、マニュアルの整備、災害時要援護者への考え方の整理を行い、自主的な
活動へ発展するための支援体制の強化が求められる。

(3)協働等の形態

(2)協働等の相手

今後の予測
3月11日に発生した東日本大震災を踏まえた震災対策の強化が求められてくる。

評価と課題

事業に対する住民の
意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

事
業
環
境
の
変
化

関東大震災を意識しての防災対応であったが、阪神淡路大震災を契機に都市における防災への意識
が大きく変化した。また、中越地震や中越沖地震発生などを経験し、区民意識も「公助」から「自助・共
助」へと変化している。

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

今後の方向性
（見直しの視点）

Ⅰ　事業の方向性

Ⅱ　事業の改善

震災救援所運営マニュアルを策定した救援所においては、今後の立ち上げ訓練の中でマニュアルの検証を行っていけるよう
な支援が必要となってきます。また、東日本大震災を踏まえた標準マニュアルの改定についても検討が必要となります。

十分に実現している ＮＰＯ・ボランティア・市民活動団体（(3)へ）

協働［補助・助成］ 実施継続

拡　充 現状維持 縮　小 廃　止

事業内容の変更 実施方法の変更



款 2 項 1 目 8 事業 7

係名

11

38 年度 分野
政策
番号

施策
番号

事業
コード

(1)

(2)

(1)

(2)

① 回

② 人

③ ％

④ ％

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 1.54 3.00 1.40 3.00 1.53 3.00 1.40 3.00 1.45 3.00 1.40 3.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

16,361,400

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯ 0

82,274125,003

0

都からの
補助金等 0

0
その他の
補助金等

財
源

0 0

受益者負担分

81,807

8,850

82,274

0

74,982

5,142,125

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

国からの
補助金等

（内）投資的経費等

（内）委託費

単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

差引：一般
財源⑪-⑰

受益者負担比率⑬÷⑪

（内）非常勤
職員分

総事業費⑤+⑨+⑩

人
件
費

平成22年度実績は、水防態勢
394名、東日本大震災対応
2,539名

12,488

0

0.0

0

5,942,538

0.0

0

0

8,8508,379

0

0.0 0.0

0

00

125,003

（内）常勤職員
分(超勤分含)

8,400

13,937

73,700

0.0

0

00

0 0 0

0.0

74,48174,982

0 0

0

53,644

9,337

0

100

12,488

100

0

15,487

100

61,464

16,893

100

100

100

13,585

予算事業区分

区の全域並びに区民の生命、財産および安全・安心を対象

計画
（目標値）

根拠
法令
等

水防配備態勢の回数（都市型災害対策緊急部隊含む）

21年度

実績実績

5

成果指標名（2)

災害対策本部従事職員数（都市型災害対策緊急部隊含
む）

杉並区災害対策本部条例、同施行規則

成果指標（2） 100

100

活動指標（2）

16

計画
単位区分

活動指標（1） 13

0

平成23年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

管理係
昨年度

整理番号

事務事業名

危機管理室防災課担当部課名

災害応急対策 43

0

0

53,143

10,502

12,934

9,1158,191

14,740,000

0

0

0

4,686,375

1,160指
標 成果指標（1）

事業費 102,666

職員数 (常勤｜非常勤)

81,807

47,750

58,203

59,843

0

100

2,933

20年度

183.31,600 571

活動指標名（式）

算定式・指標
の説明等

3602 42

既定事業

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

計画（目標値）に
対する22年度の

達成率　％

連絡先
電話番号

成果指標名（1)

上位施策No・施策名 防災力の向上

対象

休日・夜間警戒本部従事職員出勤率

大雨・洪水警報発表後30分以内での本部立ち
上げ率

算定式・指標
の説明等

8

事
務
事
業
の
概
要

事業開始

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

○防災センターの機能充実を図り、災害対策本部の対応力
を向上します。
○災害発生時及び発生前に、職員参集の連絡を速やかに
行い、災害対応力を高めます。

災害対策基本法

16

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○防災センターの維持管理
○職員非常呼集システムの運用管理
○休日・夜間警戒本部の運営

100

23年度
計画

22年度

実績

100.0

800

31.35

100

1,600

96.8

100

22年度予算執行率％

8,850

100.0

51,916

8,379

12,431

7,997,375

0

74,481

特記事項

73,700

実施計画事業 行革計画事業 主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

昭和



単位

式

式

式

）

特
記
事
項

水防配備態勢及び都市型災害対策緊急部隊の組織に相違があったことから、見直しを行い組織の一本化を図り
ました。
震災時の配備態勢について、業務継続計画の策定に伴い、これまで課題のあった震災救援所での態勢について
見直しを行いました。
平成22年5月より気象警報発表区域の細分化が実施されたため、これに伴うシステム等の改修を行いました。

0

（1）主な取組み

その他（

規模

(4)協働等の今後のあり方

評価と課題

事
業
環
境
の
変
化

2
2
年
度
の
事
業
実
施
状
況

協
働
等
点
検

（1）協働等は実現しているか

（2）事業実績

平成17年9月4日の水害後は、都市型災害対策緊急部隊を編成し休日・夜間においても速やかな対応
（災害情報の収集・提供や避難所開設など）が可能となりました。
平成22年5月より気象警報発表区域の細分化が実施されたため、これに伴うシステム等の改修を行い
ました。

1休日夜間警戒本部の運営

整理番号

事業開始当初から
現在までの変化

1,614

43

1 50,211

事業費（千円）

1 91

平成23年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　
内　　　容

災害応急対策本部経費（音響映像設備・職員非常呼集システム機器の賃貸料等）

職員被服等貸与

水防配備態勢については、日中と休日夜間での態勢に相違があったことから、指令伝達などの実務面
の課題の改善するため組織の一本化を図りました。
震災時の配備態勢についても、震災救援所での初動配備要員の固定化に課題があったことから見直
しを行いましたが、東日本大震災に伴い実施してきた応急対策業務等の状況を踏まえ、長期化に伴う
交代要員の確保や通常業務への対応を考慮した、更なる見直しが必要となります。また、休日夜間で
の発災に備えて、職員非常呼集システムを全職員向けに拡充していく必要があります。

警報発表等の災害の事前情報の周知や災害発生時の速やかな対応が強く望まれています。

(3)協働等の形態

(2)協働等の相手

事業に対する住民の
意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

今後の予測
防災センターの情報収集の更なる強化を図るため、災害情報を地理的に把握するための地図情報シ
ステムの導入や、災害状況の本部への映像配信などが必要となります。

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

今後の方向性
（見直しの視点）

Ⅰ　事業の方向性

Ⅱ　事業の改善

都市型災害対策緊急部隊の従事職員のうち長期間指名を受けている者について、負担軽減やモチベーションを上げるた
め、新たな職員へ切り替えていく必要があります。
休日夜間での発災に備えて、職員非常呼集システムを拡充していく必要があります。
災害対策用被服については、これまでの経過の中で職員により配布されているものが異なっていることや職層により細分化さ
れているなど、整理する必要があるほか、機能性の向上も必要なことから見直してく必要があります。

一部実現している 企業・個人事業者（(3)へ）

委託 [業務量の50%未満に相当] 実施継続

拡　充 現状維持 縮　小 廃　止

事業内容の変更 実施方法の変更



款 2 項 1 目 8 事業 8

係名

11

56 年度 分野 1
政策
番号

4
施策
番号

3
事業
コード 9

(1)

(2)

(1)

(2)

① 箇所

② 箇所

③ 人

④

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 2.20 0.00 2.00 0.00 2.13 0.00 2.00 0.00 2.16 0.00 2.00 0.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

特記事項

0

504,322

78.822年度予算執行率％

8,064

43,999

17,840

135.7

225

デジタル地域防災無線の局数

23年度
計画

100.0

10,000

225

算定式・指標
の説明等

118

算定式・指標
の説明等

計画（目標値）に
対する22年度の

達成率　％

防災情報メール配信サービス登録者数

災害対策基本法（第５１、５４、５６条）

実績

成果指標名（2)

行政無線の局数（固定系）

22年度

事
務
事
業
の
概
要

事業開始

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

災害時の情報収集を迅速かつ的確に行い、区民に対し被
害状況や避難勧告等の必要な情報を伝達し、情報不足によ
るパニック発生を防止します。

単位
20年度 21年度

実績

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

118

区分

連絡先
電話番号

成果指標名（1)

上位施策No・施策名 防災力の向上

対象

東京都震災対策条例（第４５、４６条）

活動指標名（式）

0

5,534

466,771

19,267

0

70,836

0 0

職員数 (常勤｜非常勤)

67,64174,772

118

災害時情報連絡体制の確立

9,500

活動指標（1） 118

事業費 54,862

7,0005,689

活動指標（2）

118

225

57,71139,092

平成23年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

管理係情報通
信担当

昨年度
整理番号

事務事業名

225

計画

118

44

43

100.0

3605

根拠
法令
等

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○大地震時などでの区民への災害情報の伝達や防災関係
機関等との情報連絡を行うための災害情報システム（防災行
政無線など）の整備・管理

計画
（目標値）

225

危機管理室防災課担当部課名

指
標 成果指標（1）

225

実績

16,975

52,329

19,910

既定事業予算事業区分

区内全体の住民

成果指標（2）

0

63,033

21,3638,288

17,758

6,000

49,883 45,490 41,764

46,348

6,709

18,912

52,996

50,002

15,757

80,873

0.0

0

00

477,441

61,031

0.0

470,314

0

0

0.0

70,836

0 0 0

0

0

0

0.0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

61,031

0

0
その他の
補助金等

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

受益者負担比率⑬÷⑪ 0.0 0.0

17,840

都からの
補助金等

（内）投資的経費等

受益者負担分

（内）委託費

単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

国からの
補助金等

人
件
費

（内）非常勤
職員分

総事業費⑤+⑨+⑩

（内）常勤職員
分(超勤分含)

差引：一般
財源⑪-⑰

80,87364,402

0

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯ 0

67,641

財
源

64,402

74,772

0

0

0

489,805

0

502,992

0

実施計画事業 行革計画事業 主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

昭和



単位

式

式

式

）

特
記
事
項

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

今後の方向性
（見直しの視点）

Ⅰ　事業の方向性

Ⅱ　事業の改善

デジタル地域防災無線を補完するため配備している携帯型のＭＣＡ無線機が、平成26年3月31日で使用できなくなることか
ら、機器の更新が必要となります。

地域防災無線・防災行政無線等工事

　近年、高層住宅の増加により放送音が遮られることや、住宅の遮音性の高まりなどにより、防災行政
無線（固定系）の放送内容を自宅内で聞き取ることは、非常に難しくなっています。このような状況か
ら、防災行政無線での緊急放送を補完する取組として、防災情報メールサービスを行うとともに、メール
利用が困難な方については、メールの内容を音声に変換し電話へ通報する、災害気象情報電話通報
サービスも行っています。なお、放送した内容を電話で確認できる応答装置についても検討していく必
要があります。

固定系行政無線局から放送する内容について、聞き取りにくいとの苦情が寄せられています。

(3)協働等の形態

(2)協働等の相手

事業に対する住民の
意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

今後の予測

16,962

事
業
環
境
の
変
化

整理番号

5,534

7,862

（2）事業実績

気密化等による住宅環境の変化により、固定系行政無線局からの放送内容が、在宅者に聞き取りづら
くなっています。また、携帯電話やインターネットの普及により防災情報をメール配信やインターネット
経由で取得される方が増加しています。

1

協
働
等
点
検

（1）協働等は実現しているか

防災情報については、固定系行政無線の必要性が再認識されたが、有効な伝達媒体として携帯電話
等のメール機能を活用して情報を獲得する区民の増加が続くものと思われます。

44

2
2
年
度
の
事
業
実
施
状
況

平成23年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　
内　　　容

評価と課題

気象情報ホームページ運用委託・気象情報提供委託等

1

地域防災無線・防災行政無線保守委託

　天沼小学校の校舎改築に伴い、防災行政無線（固定系）の設置工事を行いました。防災情報メール
配信サービスについては、東日本大震災後に登録者が急増し、平成22年度末現在で9,500名の方が
登録しています。東日本大震災の発災時は、固定電話や携帯電話が繋がりにくい状況であったため、
震災救援所等との連絡はデジタル地域防災無線により行いました。

11,406

（1）主な取組み

その他（

規模

(4)協働等の今後のあり方

1

事業開始当初から
現在までの変化

事業費（千円）

一部実現している 企業・個人事業者（(3)へ）

委託 [業務量の50%以上に相当] 実施継続

拡　充 現状維持 縮　小 廃　止

事業内容の変更 実施方法の変更



款 2 項 1 目 8 事業 9

係名

11

42 年度 分野 1
政策
番号

4
施策
番号

3
事業
コード 7,9,10

(1)

(2)

(1)

(2)

① 箇所

② 本

③ 箇所

④

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 3.30 0.00 3.00 0.00 3.18 0.00 3.00 0.00 3.21 0.00 3.00 0.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

994,042

0

65

94.422年度予算執行率％

0

0.0

104,936

特記事項

算定式・指標
の説明等

算定式・指標
の説明等

成果指標名（1)

0.0

5,600

0.0

計画（目標値）に
対する22年度の

達成率　％

32

実績

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

○備蓄倉庫・学校防災倉庫の整備・充実を図るとともに備蓄
品の良好な状態を維持します。
○街頭消火器や登録井戸の確保に努めるとともに常に使用
できる状態を保持します。
○避難場所案内板、道路標識板の機能充実を図ります。

実績

成果指標名（2)

街頭消火器の設置本数

23年度
計画

22年度

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○備蓄品の補充及び食料等の保存期限切れによる入替
○街頭消火器の維持管理
○生活用水井戸の整備補助
○避難場所への案内板の維持補修
○防災関連施設の整備

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

学校防災倉庫のうち棚の設置など改善を行っ
た箇所

単位
20年度

区分
計画

事
務
事
業
の
概
要

事業開始

学校防災倉庫の充実数(累計数)

活動指標名（式）

災害対策基本法

既定事業予算事業区分

3606 44

139,733

90,930

（内）非常勤
職員分

総事業費⑤+⑨+⑩

人
件
費

上位施策No・施策名 防災力の向上

対象

東京都震災対策条例

5,596

94

31

活動指標（1） 94

事業費 231,305

94 95

72,073

0

78,176

10,502

28,633

16,4296,842

1,071,340

127

0

100,706

危機管理室防災課担当部課名

防災施設整備 45

5,620

103

1,084,958

指
標 成果指標（1）

5,620

31

5,627

0

平成23年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

地域防災係
昨年度

整理番号

事務事業名

94

0.0

95

31

連絡先
電話番号

成果指標（2）

30

活動指標（2） 6,065

40

105,024

10,829

計画
（目標値）

根拠
法令
等

備蓄倉庫・学校防災倉庫の整備数

21年度

実績

0

7,930

0

0

26,637

76,311

7,410

0

職員数 (常勤｜非常勤)

119,165

130,006

0.1

103,006

0.1

103

261,170

（内）常勤職員
分(超勤分含)

0

28,235 26,760

00

0

0.0

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

国からの
補助金等

（内）投資的経費等

（内）委託費

100,579

0.1

0

0

1,395,362

29,865

0

0

0

0.0

104,833119,165

26,760

差引：一般
財源⑪-⑰

0.0

0 0
特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯

都からの
補助金等 0

受益者負担比率⑬÷⑪

0

131,661 103,071

1,400,649

その他の
補助金等 0

財
源

0

0

127

131,661261,170

0 0

65

0

0 0

0

1,267,713

0

受益者負担分

0

0

単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

実施計画事業 行革計画事業 主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

昭和



単位

件

件

件

件

）

お

特
記
事
項

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

今後の方向性
（見直しの視点）

Ⅰ　事業の方向性

Ⅱ　事業の改善

学校防災倉庫がない学校や１教室分を確保できていない学校もあるため、３月１１日の経験を踏まえ、学校内に必要最低限
の備蓄品を置くことができるよう、学校長や教育委員会に働きかけていきます。

評価と課題

事
業
環
境
の
変
化

2
2
年
度
の
事
業
実
施
状
況

協
働
等
点
検

災害要援護者対応物品の整備

　備蓄物資については、阪神･淡路大震災など大きな震災が起こった際に備蓄品目等の増強を行って
きましたが、食料品を除き定期的な入替は行っておらず、耐用年数を超過しているものや必要性が薄
くなったものもあるため、備蓄物資の仕分けを行い、真に必要なものを選別する必要があります。また、
東日本大震災を踏まえて新たに必要となるものについて充実を図っていきます。

(3)協働等の形態

45整理番号

0

事業費（千円）

27,0217,331

生活用水井戸の整備

街頭消火器の維持管理

平成23年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　

205,717 39,110

(4)協働等の今後のあり方

案内板の維持補修、防災関連施設の整備

（1）協働等は実現しているか

事業に対する住民の
意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

今後の予測
東日本大震災を踏まえ、備蓄品等の充実が求められます。

阪神淡路大震災や中越地震等を教訓とした防災対策や災害時要援護者支援などの新たな課題への
対応による備蓄品の充実を進めている。また、備蓄品の機能・性能の向上や製品開発なども進んでい
る。街頭消火器や登録井戸は、家屋の建替え等により撤去や廃止となるものが増えており、年々減少
傾向となっています。

事業開始当初から
現在までの変化

(2)協働等の相手

0

災害備蓄倉庫の維持管理及び備蓄品の入替補充

規模

　災害備蓄倉庫や学校防災倉庫の備蓄物資の定期的な入替を行いました。街頭消火器や生活用水
井戸については、修繕等の維持管理を行い現状維持に努めています。

5,558

15 384

（1）主な取組み

（2）事業実績

内　　　容

その他（

十分に実現している 企業・個人事業者（(3)へ）

委託 [業務量の50%以上に相当] 実施継続

拡　充 現状維持 縮　小 廃　止

事業内容の変更 実施方法の変更



款 2 項 1 目 8 事業 10

係名

11

22 年度 分野
政策
番号

施策
番号

事業
コード

(1)

(2)

(1)

(2)

①

②

③ 人

④ 円

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 0.31 0.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

22年度予算執行率％

0

100.0

成果指標名（2)

コニファーいわびつ等での避難者受け入れ延べ人数

義援金及び物的支援の総額

100.0

0

特記事項

100.0

94.9

算定式・指標
の説明等

23年度
計画

22年度

実績

406

算定式・指標
の説明等

事
務
事
業
の
概
要

事業開始

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

○被災者が、安心できる避難生活の提供
○災害時相互援助協定を締結している福島県南相馬市の１
日も早い復旧・復興

災害対策基本法・災害救助法

計画（目標値）に
対する22年度の

達成率　％

被災自治体等への延べ職員派遣人数

活動指標名（式）

臨時事業

36

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○災害救助法に基づいた支援要請への対応
○災害時相互援助協定を締結している福島県南相馬市へ
の的確な支援

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

単位
20年度

区分

0

連絡先
電話番号

成果指標名（1)

上位施策No・施策名 防災力の向上

対象

杉並区及び南相馬市の災害時相互援助に関する協
定

新規事業

3602

事業費

職員数 (常勤｜非常勤)

0

0

指
標 成果指標（1）

活動指標（1）

14,696,360

406

36

36

373,917

12,772

15,537

36

0

2,765

0

431,583

0

平成23年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

管理係
昨年度

整理番号

事務事業名

危機管理室防災課担当部課名

東北地方太平洋沖地震等被災者支援 46

新

計画

100.0

成果指標（2）

活動指標（2）

予算事業区分

平成23年3月11日に発生した、「東北地方太平洋沖地震」に
より被災した住民及び自治体

計画
（目標値）

根拠
法令
等

被災自治体等への延べ職員派遣人数

21年度

実績実績

13,461

0

14,696,360

0.0

0

0

0

0 0

0.0

0

13,461

0

本事業は、基本的には被災地
からの要請に対応して実施す
ることとなるので、成果指標や
目標値の設定はしません。

0

0
総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

国からの
補助金等

（内）投資的経費等

（内）委託費

単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

都からの
補助金等

（内）非常勤
職員分

総事業費⑤+⑨+⑩

人
件
費

（内）常勤職員
分(超勤分含)

受益者負担比率⑬÷⑪

その他の
補助金等

財
源

00

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯

0 13,461

15,537

0

0

0

差引：一般
財源⑪-⑰

受益者負担分

0

00

0

実施計画事業 行革計画事業 主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

平成



単位

人

台

）

特
記
事
項

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

今後の方向性
（見直しの視点）

Ⅰ　事業の方向性

Ⅱ　事業の改善

避難者の避難所から仮設住宅等への移行により、コニファーいわびつでの受け入れ数は減少していくことが予想されます。
南相馬市は、原発事故の影響もあり他の被災地に比べ復興が完了するまで長期化が予想されますが、状況に応じたきめ細
やかな支援を行っていきます。
「自治体スクラム支援会議」の取り組みが法的に位置づけられ、全国的な展開ができるよう引き続き国等に要請を行っていきま
す。

被災者受入施設使用料(コニファーいわびつ、榛名吾妻荘）

災害救助法による支援要請については、要請事項に対し当区が行える範囲で最大限の援助を行いま
した。
災害救助法による支援で行えない、迅速できめ細かな支援を行うために「自治体スクラム支援会議」を
立ち上げたことにより、自治体間の新たな連携のネットワーク化による被災地支援の枠組みを作りだせ
たことは、今後の大規模災害に対する迅速できめ細かな支援実施に対する国並びに全国の自治体へ
の問題提起となりました。

地震による被害、津波、原子力発電所からの放射能汚染という複合的な被害を受けた、福島県南相馬
市と災害時の相互援助協定を締結していることから、住民からは、きめ細かい支援を行ってほしいとい
う要望が寄せられています。

(3)協働等の形態

(2)協働等の相手

事業に対する住民の
意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

今後の予測
被災地の復興のため、人的支援の必要性が高くなっていくものと思われます。
また、避難生活の長期化が予想されます。

160

10,821

（2）事業実績

発災当初は被災地では物的支援の必要性が高かったが、被災地の復興段階への移行に伴い、人的支援の必要
性が高くなっている。また、迅速できめ細かい支援の必要性があるため、杉並区が南相馬市と同様に災害時相互
援助協定を締結している、北海道名寄市・新潟県小千谷市・群馬県東吾妻町に協力を呼び掛けて、「自治体スク
ラム支援会議」を設立し、自治体間の連携によるきめ細かい支援を実施しました。

2被災者輸送用バス借上料

事業開始当初から
現在までの変化

1,733

46

事業費（千円）

整理番号

内　　　容

評価と課題

事
業
環
境
の
変
化

2
2
年
度
の
事
業
実
施
状
況

協
働
等
点
検

（1）協働等は実現しているか

平成23年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　

3,607

職員派遣経費（出張旅費等）

(4)協働等の今後のあり方

規模

○災害救助法に基づく支援要請に対する物的支援として、福島県に対する救援物資の送付を実施し
ました。また、人的支援として、事務・保健師・建築技術等の職員の派遣を行いました。
○福島県南相馬市に対する支援として、被災者の避難のため当区の区民用保養施設（群馬県東吾妻
町：コニファーいわびつ）へ避難してもらうため、南相馬市への救援バスを運行しました。また、物的支
援・人的支援も必要に応じて実施しました。

58

（1）主な取組み

その他（

十分に実現している 企業・個人事業者（(3)へ）

協働［事業協力］ 実施継続

拡　充 現状維持 縮　小 廃　止

事業内容の変更 実施方法の変更



款 4 項 1 目 1 事業 12

係名

11

12 年度 分野 1
政策
番号

4
施策
番号

3
事業
コード 8

(1)

(2)

(1)

(2)

① 人

② 人

③ 枚

④ 件

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 2.83 1.20 3.05 0.80 3.20 0.80 3.00 0.80 2.65 1.50 2.55 1.50

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

96,477

26,760

0

3,000

算定式・指標
の説明等

10,000

特記事項

4,425

3,100

67.2

450

22年度予算執行率％

3,398

実績

成果指標名（2)

37.6

3,000

新規登録者数

火災警報器設置助成件数

23年度
計画

71.9

10,000

○要援護者が災害時に必要な支援を受けられるようにしま
す。
○要援護者が平常時から地域で安心して生活できるようにし
ます。

地域のたすけあいネットワーク登録者数

活動指標名（式）

22年度

算定式・指標
の説明等

要援護者の住宅火災に備えた機器設置に対
する助成件数

計画（目標値）に
対する22年度の

達成率　％

個別避難支援プラン作成枚数

杉並区防災対策条例

3,632 10,000

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○｢地域のたすけあいネットワーク（地域の手）｣制度の周知と
登録の促進を図る。
○登録者台帳を作成し、情報の共有を図る。
○登録者の個別避難支援プランを作成する。
○震災救援所の避難支援計画策定を支援する。
○福祉救援所を設置するため、社会福祉法人等と協定を締
結する。
○高齢者や障害者を対象に、火災警報器及び家具転倒防
止器具の取付け助成を行う。
○｢救急情報キット｣を作成し、登録者に配付する。

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

登録者個々人の状況に対応したきめ細かな支
援を行うための個別計画票の作成枚数

単位
20年度

区分
計画

（目標値）

成果指標名（1)

上位施策No・施策名 防災力の向上

対象

杉並区災害時要援護者支援対策に関する要綱

根拠
法令
等

事
務
事
業
の
概
要

事業開始

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

事業費 63,445

職員数 (常勤｜非常勤)

116,451

106,994

3,360

（内）投資的経費等 3,398

5,574

33,675

135,220

1,588

58,974

104,573

145,766

25,612

92,417

2,234

2,057

3,074

指
標 成果指標（1）

3,199

1,423

2,487

7,194

3,757

活動指標（1）

平成23年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

地域福祉係
昨年度

整理番号

事務事業名

保健福祉部管理課
連絡先

電話番号
1355担当部課名

災害時要援護者支援対策

2,370

活動指標（2） 3,000 2,587

45

既定事業予算事業区分

区内在宅者で、本人又は家族等同居者のみでは災害時に
避難することが困難な者（要介護の高齢者、障害者など）

7,000

35.0

124

120

82.9

成果指標（2）

21年度

実績実績 計画

7,000

5,728 4,070

10,0003,250

28,413

50,139

40,339

22,317

19,96124,381

27,081

17,206 13,489

2,656

0

49,488

0

4,4252,360

23,638

4,944

61,738

12,531

7,66020,338

国からの
補助金等 0

23,468

0

8,137

0 0

0.00.0 0.0

49,20765,770

23,468 6,524

00

0 00

14,180

6,52413,489

0

22,746

79,259

25,008

その他の
補助金等

0.0 0.0

17,206

2,234

0

0.0

0

14,180

0

都からの
補助金等

（内）委託費

単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

（内）非常勤
職員分

総事業費⑤+⑨+⑩

人
件
費

（内）常勤職員
分(超勤分含)総

事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

受益者負担比率⑬÷⑪

差引：一般
財源⑪-⑰

42,964118,014

23,649

0

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯ 12,531

131,586

財
源

68,949

0

受益者負担分

(1)平成１９年度から実施した高
齢者、障害者を対象とした火災
警報器設置助成は平成２３年６
月３１日をもって終了しました。
（２）財源⑮の修正について
東京都高齢社会対策包括補
助事業の｢家具転倒防止器具
の設置助成」及び「災害時要援
護者避難支援体制の整備事
業｣に対し補助金が交付されて
いますが、都補助金の一部が
計上されていませんでしたので
修正しました。

実施計画事業 行革計画事業 主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

平成



単位

件

所

件

個

）

特
記
事
項

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

今後の方向性
（見直しの視点）

Ⅰ　事業の方向性

Ⅱ　事業の改善

・要援護者の支援を実施する震災救援所において、登録勧奨を継続するとともに、支援計画が策定済みの救援所の取組みや成果
を策定中（予定）の震災救援所運営連絡会にも活かせる計画づくりができるよう支援強化を図っていきます。また、今回の震災の教
訓や課題・問題点を改めて各救援所で論議を深めその地域の実態にあった支援策を整備していくことが求められています。
・災害時に避難してきた要援護者が、第一次避難所での生活が困難な場合に、より専門的な支援が行える10箇所の福祉救援所の
設置計画を達成しましたが、今後は区との情報交換や今回の震災の教訓を活かし、相互連携の強化、受入れ体制の具体化、さらに
は備品の整備などを図っていきます。
・救急医療情報キット対象者の拡大に引続き取組み、緊急時に必要な支援内容や救急医療などの情報が的確に伝わり処置できる
よう継続して支援していきます。また、キットの訪問配布を依頼している民生児童委員の協力を得、地域の繋がりをさらに作り上げて
いきます。
・障害者や高齢者世帯に対して、家具転倒防止の設置に対する助成を行い災害時の被害を最小限に抑えられよう取組んでいきま
す。
・日常的に災害時の被害を最小限に抑える取り組みや災害時に適切に避難するなど適切に行動できることが重要になっています。
そのためにも、災害時の自助や共助が発揮できるよう震災救援所運営連絡会などを通じ、情報提供、支援などの取り組みを図って
いきます。

災害時に要援護者の安否確認など、地域住民が日常から災害時に備えて主体的に取り組む意識の
高まり、地域の方々と区との共同の高まりが強くなると思われます。

今回の災害では、計画停電による様々な不安が想定されましたが、平成１９年度から取り組んだ「地域
のたすけあいネットワーク」に登録された方々の情報を把握し、個別確認を行うなど万が一に備えること
ができました。また、災害時における、交通機関のマヒによる帰宅困難者の受入れや避難所の立上げ、
要援護者の救援所までの避難誘導など平時から行政と地域住民が災害時の構えと具体的な対応の
重要性などが改めて提起されました。

３月１１日の東日本大震災は、区内でも家屋の損壊や交通手段のマヒによる帰宅困難者への対応とし
て避難所の開設等に取組みました。今回の災害で、特に災害時要援護者が避難所に避難するための
介助者の支援を求める要望や、避難所生活での対応などの要望が出されました。災害時救援所、福
祉救援所、地域のたすけあいネットワークなど整備していますが、災害時に迅速で安全に被災者救
援、安否確認などが行えるよう機能を充実させ、不安と心配を軽減していくことが重要になっています。

(3)協働等の形態

事業に対する住民の
意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

今後の予測

評価と課題

協
働
等
点
検

事
業
環
境
の
変
化

６５歳以上の高齢者人口は、平成１２年度で約８万５千人でしたが、２０年度には１０万人を超えています。また、身
体障害及び知的障害者の人口もこの間で２割程度増加しました。高齢者や障害者の世帯に対しての火災警報器
設置助成は平成１９　年度から開始されました。平成22年4月に火災警報器の設置が義務化されたこともあり、8割
の世帯で取付けが完了していることから、助成制度の役割を果し、23年6月末で終了しました。

整理番号

14,663

6,985

124

火災警報器の設置助成 1,423

震災救援所運営連絡会の支援業務委託 1,112

民生児童委員が災害時に支援を要する「地域のたすけあいネットワーク(地域の手）」に登録した方を訪問し、緊急
時に迅速な支援・救護活動に役立てる救急医療情報キットを配布しました。また、６６箇所の救援所の震災救援所
運営連絡会において「地域の手」制度説明や、その具体的支援の計画策定などに取組み、地域の状況にあった
避難支援計画を進めてきています。また、杉並区実施計画に基づき、災害時の要援護者に対する専門的な介護
等を要する方々を受入れる福祉救援所を２箇所新たに設置し、合計で１０箇所とし拡充しました。

8,368

9,000 2,547

（1）主な取組み

その他（

(4)協働等の今後のあり方

個別避難支援プラン作成支援委託　登録の啓発　ほか

（1）協働等は実現しているか

2
2
年
度
の
事
業
実
施
状
況

1

(2)協働等の相手

家具転倒防止器具の設置助成

（2）事業実績

682

救急医療情報キット

平成23年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　
内　　　容 規模

事業開始当初から
現在までの変化

事業費（千円）

一部実現している ＮＰＯ・ボランティア・市民活動団体（(3)へ）

協働［事業協力］ 推進

拡　充 現状維持 縮　小 廃　止

事業内容の変更 実施方法の変更



款 4 項 5 目 1 事業 11

係名

11

54 年度 分野
政策
番号

施策
番号

事業
コード

(1)

(2)

(1)

(2)

① 件

②

③

④

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 0.43 0.00 0.40 0.00 0.45 0.00 0.40 0.00 0.33 0.00 0.30 0.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯ 0

11,128

財
源

18,605

0

受益者負担比率⑬÷⑪

差引：一般
財源⑪-⑰

11,62511,570

321,389

0

0

0
都からの
補助金等

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

3,892

（内）非常勤
職員分

0

0

本事業は、災害時に備え、医
薬品・医療資材をいつでも使え
る状態にしておくのもなので、
成果指標や目標値の設定はし
ません。2,676

0

326,404

（内）投資的経費等

受益者負担分

（内）委託費

単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

国からの
補助金等

その他の
補助金等

0.0 0.0

0

0

0

00

0 0

0

0

人
件
費

18,605

（内）常勤職員
分(超勤分含)

0

0.0

0

0

0

0.0

15,434

0 0 0

0

総事業費⑤+⑨+⑩ 11,128 15,434

309,111

0

14,806

0.00.0

7,576

7,405

3,996

11,866

11,465

予算事業区分

災害時に開設する医療救護所、震災救援所

21年度

実績実績 計画

22年度 計画（目標値）に
対する22年度の

達成率　％

災害対策基本法

成果指標（2）

活動指標（2）

平成23年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

管理係
昨年度

整理番号

事務事業名

杉並保健所地域保健課担当部課名

災害用医薬品・医療資材の管理 326

321

0

0

8,949

0

2,944

8,66511,464

0

11,625

0

指
標 成果指標（1）

0

57活動指標（1） 36

事業費 14,713

職員数 (常勤｜非常勤)

11,570

0

14,713

7,574

0

0

3,552

計画
（目標値）

11,862

0

259,754

0

0

実績

0

14,806

0

連絡先
電話番号

成果指標名（1)

上位施策No・施策名 防災力の向上

対象

杉並区地域防災計画

4528

根拠
法令
等

既定事業

57 57

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○災害時に医療救護所となる区立小・中学校15校にある災
害救急ミニセット（医薬品及び衛生資材）、医療救護所となる
区立小・中学校のうち10校にある助産セット、全区立小・中
学校66校及び防災倉庫１箇所にある接骨セットの滅菌等の
維持管理を行う。

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

単位
20年度

区分

36

事
務
事
業
の
概
要

事業開始

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

災害時に発生する負傷者等に対して、適切な応急処置等を
行える体制を確立します。

管理している災害救急ミニセット、助産セット、接骨セットの
更新件数

活動指標名（式）

算定式・指標
の説明等

成果指標名（2)

23年度
計画

100.0

算定式・指標
の説明等

78

特記事項

0

149,038

100.022年度予算執行率％

0

7,404

3,568

270,772

実施計画事業 行革計画事業 主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

昭和



単位

）

特
記
事
項

事業開始当初から
現在までの変化

事業費（千円）内　　　容

その他（

規模

(4)協働等の今後のあり方

医療救護所ＰＲチラシ印刷

協
働
等
点
検

（1）協働等は実現しているか

2
2
年
度
の
事
業
実
施
状
況

平成23年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　

適切な応急処置等を行える体制づくりとして、医療資器材を計画どおり入替・滅菌等することができまし
た。このほか、（暫定）富士見ヶ丘運動場で開催された杉並区総合震災訓練において、医師会、薬剤
師会、歯科医師会及び接骨師会の協力を得ながら、医療救護訓練を実施することができました。

98

（1）主な取組み

評価と課題

災害救急医薬品・衛生資材の管理・入替及び滅菌等

326

事
業
環
境
の
変
化

整理番号

300

（2）事業実績

医師会、歯科医師会、薬剤師会、接骨師会と順次協定を締結し、災害時の医療体制に備えるととも
に、区立小中学校15校を医療救護所として指定しています。医薬品・衛生資材の備蓄を行い、常に最
新の状態にすべく、入替、滅菌等の管理を行っています。

11,464

医療救護訓練等

医師会、薬剤師会、歯科医師会及び接骨師会の協力を得ながら、総合震災訓練において医療救護
訓練を実施し、広く区民に医療救護活動のＰＲと理解促進を図ることができました。東日本大震災の発
生により、今後国や都、区における災害対策の方針や内容の見直し・充実の取組が予想され、それら
を踏まえた医療救護の機能充実等の検討を進めます。

東日本大震災の発生を機に、区民の防災・震災対策に関する意識は高まっており、対策の強化と震災
に強い安全なまちづくりに対する住民の期待は高いと思われます。

(3)協働等の形態

(2)協働等の相手

事業に対する住民の
意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

今後の予測
国や都における防災計画・震災対策の見直しとともに、区の計画・対策も見直しが図られると思われま
す。

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

今後の方向性
（見直しの視点）

Ⅰ　事業の方向性

Ⅱ　事業の改善

保管場所における災害用医薬品・医療資材には、医薬品の変質等を避けるため、温度・湿度の影響が及ばない措置を講じる
必要が指摘されています。区の防災計画・震災対策充実等の機を捉えて、医療救護の機能充実とともに保管環境の改善等
を図っていきます。

十分に実現している 社団法人・財団法人等公益団体（(3)へ）

委託 [業務量の50%以上に相当] 実施継続

拡　充 現状維持 縮　小 廃　止

事業内容の変更 実施方法の変更
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